
 

 

 

 

２０２０年５月１９日 

 

～官民一体となった地域企業のＳＤＧｓ取組を支援～ 

地方創生に資する金融機関等の「特徴的な取組事例」として大臣表彰を受賞 
 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループの三井住友海上火災保険株式会社（社長：原 典之）は、今般、

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局が公表する、令和元年度の『地方創生に資する金融機関等

の「特徴的な取組事例」』に選定され、本日、内閣府特命担当大臣（地方創生担当）の表彰を受賞しまし

た※１。 

当社と長野県内の金融機関は、長野県と連携し、県独自の「長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度※２」 

（以下、登録制度）の創設支援や登録制度の推進など、ＳＤＧｓ達成に向けた取組が評価され、受賞に

至りました。 

三井住友海上は、今後も、地域の社会的課題の解決を図り、レジリエントでサステナブルな社会の 

実現に取り組んでいきます。 

 
※１ 株式会社八十二銀行、株式会社長野銀行、長野県信用組合、長野県信用金庫協会の４社（以下、長野県金融機関）

との合同取組です。長野県金融機関も、同様に表彰されています。 

※２ 企業活動等を通じて、ＳＤＧｓの達成に意欲的に取り組む県内企業等を登録・ＰＲする長野県独自の制度です。 

 

１．本表彰の概要 

本表彰は、金融機関等の地方創生に資する取組のうち、地方公共団体等と連携している事例や、 

先駆性のある事例の中から、特徴的な事例が選出されます。今回の表彰では、本取組を含む３４ 

事例が選ばれました。 
 

※詳細は、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局のホームページをご覧ください。 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/kinyu/jirei.html 
 

２．主な取組 

（１）登録制度の創設支援 

２０１８年５月、長野県と関東経済産業局は、ＳＤＧｓ 

取組の普及に向け、長野県金融機関とともに「地域 

ＳＤＧｓコンソーシアム」を創設しました。 

同コンソーシアムでは、当社もメンバーとして参画し、 

人口減少や地域経済の停滞解消など、長野県が抱える課題解決に向けて、登録制度の創設に貢献 

しました。 

 

（２）登録制度の活性化に向けた支援 

当社は、登録制度の創設後、長野県金融機関とともに、登録制度の普及啓発、企業向けＳＤＧｓ 

取組に関するセミナーやワークショップの開催、登録制度にチャレンジする企業への個別 

支援等を実施しています。 

なお、２０１９年４月に創設された本制度の登録企業は、２０２０年４月末時点で約３８０社と 

なり、ＳＤＧｓに取り組む県内企業が急速に広がっています。 

 

以 上 
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